
障害を理由とする差別の解消の
推進に関する基本方針（案）について

内閣府政策統括官（共生社会政策担当）



障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法＜平成２５年法律第６５号＞）の概要

障害者基本法
第４条

基本原則
差別の禁止

第１項：障害を理由とする
差別等の権利侵害
行為の禁止

第2項：社会的障壁の除去を怠る
ことによる権利侵害の防止

第3項：国による啓発・知識の
普及を図るための取組

何人も、障害者に対して、障害を理
由として、差別することその他の権
利利益を侵害する行為をしてはなら
ない。

社会的障壁の除去は、それを必要としている
障害者が現に存し、かつ、その実施に伴う負
担が過重でないときは、それを怠ることによ
つて前項の規定に違反することとならないよ
う、その実施について必要かつ合理的な配慮
がされなければならない。

国は、第一項の規定に違反する行為の防
止に関する啓発及び知識の普及を図るた
め、当該行為の防止を図るために必要と
なる情報の収集、整理及び提供を行うも
のとする。

施行日：平成２８年４月１日（施行後３年を目途に必要な見直し検討）

具体化
Ⅰ．差別を解消するための措置

Ⅱ．差別を解消するための支援措置

差別的取扱いの禁止 合理的配慮の不提供の禁止

国・地方公共団体等
民間事業者 民間事業者

国・地方公共団体等法的義務
努力義務
法的義務

（１）政府全体の方針として、差別の解消の推進に関する基本方針を策定（閣議決定）
具体的な対応

● 主務大臣による民間事業者に対する報告徴収、助言・指導、勧告実効性の確保

● 国内外における差別及び差別の解消に向けた取組に関わる情報の収集、整理及び提供情報収集等

● 相談・紛争解決の体制整備 ⇒ 既存の相談、紛争解決の制度の活用・充実紛争解決・相談

● 障害者差別解消支援地域協議会における関係機関等の連携地域における連携

● 普及・啓発活動の実施啓発活動

※ 地方の策定は努力義務
国・地方公共団体等 ⇒ 当該機関における取組に関する要領を策定※
事業者 ⇒ 事業分野別の指針（ガイドライン）を策定（２）



１ 法制定の背景
２ 基本的な考え方
(1) 法の考え方
(2) 基本方針と対応要領・対応指針との関係
(3) 条例との関係

１ 法の対象範囲
(1) 障害者
(2) 事業者
(3) 対象分野

２ 不当な差別的取扱い
(1) 不当な差別的取扱いの基本的な考え方
(2) 正当な理由の判断の視点

３ 合理的配慮
(1) 合理的配慮の基本的な考え方
(2) 過重な負担の基本的な考え方

１ 環境の整備
２ 相談及び紛争の防止等のための体制の整備
３ 啓発活動
(1) 行政機関等における職員に対する研修
(2) 事業者における研修
(3) 地域住民等に対する啓発活動
４ 障害者差別解消支援地域協議会
(1) 趣旨 (2) 期待される役割
５ 差別の解消に係る施策の推進に関する重要事項
(1) 情報の収集、整理及び提供
(2) 基本方針、対応要領、対応指針の見直し等

II 行政機関等及び事業者が講ずべき障害を理由とする差別を
解消するための措置に関する共通的な事項

V  その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する
重要事項

III, IV 行政機関等／事業者が講ずべき障害を理由とする差別を
解消するための措置に関する基本的な事項

Ｉ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する
基本的な方向

障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針（案）

１基本的な考え方
２ 対応要領／対応指針
(1) 対応要領／対応指針の位置付け及び作成手続き
(2) 対応要領／対応指針の記載事項
３ 地方公共団体等における対応要領に関する事項【※対応要領のみ】
３´ 主務大臣による行政措置【※対応指針のみ】



障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針について

障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号）第６条第１
項の規定に基づき定められるものであり、障害を理由とする差別の解消に向けた、政府の
施策の総合的かつ一体的な実施に関する基本的な考え方を示すもの。
【作成主体】政府（閣議決定）
【作成手続】基本方針の作成に当たっては、障害者政策委員会の意見を聴くとともに、障

害者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措置を講じることが必要

○障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号）（抄）
第二章 障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本方針

第六条 政府は、障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策を総合的かつ一体的に実施するため、障害を理由とする差別の解消の
推進に関する基本方針（以下「基本方針」という。）を定めなければならない。

２ 基本方針は、次に掲げる事項について定めるものとする。
一 障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する基本的な方向
二 行政機関等が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する基本的な事項
三 事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する基本的な事項
四 その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する重要事項
３ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。
４ 内閣総理大臣は、基本方針の案を作成しようとするときは、あらかじめ、障害者その他の関係者の意見を反映させるために必要な措

置を講ずるとともに、障害者政策委員会の意見を聴かなければならない。
５ 内閣総理大臣は、第三項の規定による閣議の決定があったときは、遅滞なく、基本方針を公表しなければならない。
６ 前三項の規定は、基本方針の変更について準用する。

基本方針の位置づけ

○基本方針案の作成に当たり、障害者政策委員会を11回開催（※）、案を取りまとめ（平成27年11月10日）
※障害者政策委員会において、障害者団体及び事業者団体等からヒアリングを実施
（障害者団体：17団体（政策委員会の委員が所属している団体を除く）、事業者団体等：22団体）
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Ⅰ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する基本的な方向①

我が国は、障害者の権利擁護に向けた取組の国際的な進展を踏まえ、平成19年に障害者
の権利に関する条約に署名、以来、国内法の整備を始めとする障害者施策に係る取組を進
めてきた。
この取組の一環である、平成23年の障害者基本法の改正により、基本原則として差別の
禁止が規定され、平成25年6月に同規定を具体化するものとして、障害を理由とする差別
の解消の推進に関する法律が制定された。

１ 法制定の背景

・平成18年12月 第61回国連総会において障害者の権利に関する条約を採択

・平成19年 9月 我が国による障害者の権利に関する条約の署名

・平成23年 6月 障害者虐待防止法成立

8月 障害者基本法改正 ※「差別の禁止」を基本原則として規定

・平成24年 6月 障害者総合支援法の制定、障害者優先調達推進法成立

・平成25年 6月 障害者差別解消法成立 ※改正障害者基本法における「差別の禁止」の基本原則を具体化

障害者雇用促進法改正（雇用の分野における障害者差別を禁止）、公職選挙法改正

・平成25年 9月 障害者基本計画（第３次）閣議決定

・平成26年 1月 我が国による障害者の権利に関する条約の締結

障害者施策に係る主な取組

○障害者基本法（昭和45年法律第84号）（抄）※平成23年８月５日改正
（差別の禁止）
第四条 何人も、障害者に対して、障害を理由として、差別することその他の権利利益を侵害する行為をしてはならない。
２ 社会的障壁の除去は、それを必要としている障害者が現に存し、かつ、その実施に伴う負担が過重でないときは、それを怠ることに
よつて前項の規定に違反することとならないよう、その実施について必要かつ合理的な配慮がされなければならない。

３ 国は、第一項の規定に違反する行為の防止に関する啓発及び知識の普及を 図るため、当該行為の防止を図るために必要となる情報
の収集、整理及び提供を行うものとする。 5



Ⅰ 障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する基本的な方向②

２ 基本的な考え方

（２）基本方針と対応要領・対応指針との関係
基本方針に即して、行政機関等においては、その職員の取組に資するための対応要
領（※）を、主務大臣においては、事業者の取組に資するための対応指針を作成。
対応要領及び対応指針は、法に規定された不当な差別的取扱い及び合理的配慮につ
いて、具体例も盛り込みながら分かりやすく示しつつ、行政機関等の職員に徹底し、
事業者の取組を促進するとともに、広く国民に周知する。

※ 地方公共団体及び公営企業型以外の地方独立行政法人については努力義務

（１）法の考え方
共生社会を実現するためには、障害者の社会的障壁を取り除くことが重要。

既に社会の様々な場面において日常的に実践されている合理的配慮に係る取組を広
く社会に示すことにより、取組の裾野が一層広がることを期待。

・障害者に対する不当な差別的取扱い及び合理的配慮の不提供を差別と規定
・行政機関等及び事業者において、差別の解消に向けた具体的取組を実施
・その他、普及啓発活動等を通じて、自発的な取組を促進

（３）条例との関係
法の施行後においても、地域の実情に即した既存の条例については引き続き効力を
有し、また、新たに制定することも制限されることはない。
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Ⅱ 行政機関等及び事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する共通的な事項①

障害者…身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害
（以下「障害」と総称する。）がある者であって、障害及び社会的障壁（※¹）に
より継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。
・本法が適用される障害者は、手帳所持者に限らない。

※¹「障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その他一切のも
の」で、いわゆる「社会モデル」に基づく障害者の概念を踏まえたもの。
事業者…商業その他の事業を行う者（※²）

・目的の営利・非営利、個人・法人の別を問わず、同種の行為を反復継続する意
思をもって行う者であり、例えば、個人事業者や対価を得ない無報酬の事業を
行う者、非営利事業を行う社会福祉法人や特定非営利活動法人も対象となる。

※² 地方公営企業及び公営企業型地方独立行政法人は事業者として扱われる。
対象分野…日常生活及び社会生活全般に係る分野が対象（※3）
※3 行政機関等及び事業者が事業主としての立場で労働者に対して行う障害を理由とする差別を解消するための措置については、法第
13条により、障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）の定めるところによる

１ 法の対象範囲

○障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号）（抄）
（定義）
第二条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによる。
一 障害者 身体障害、知的障害、精神障害（発達障害を含む。）その他の心身の機能の障害（以下「障害」と総称する。）がある者
であって、障害及び社会的障壁により継続的に日常生活又は社会生活に相当な制限を受ける状態にあるものをいう。
二 社会的障壁 障害がある者にとって日常生活又は社会生活を営む上で障壁となるような社会における事物、制度、慣行、観念その
他一切のものをいう。
三～六［略］
七 事業者 商業その他の事業を行う者（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除く。）をいう。
（事業主による措置に関する特例）
第十三条 行政機関等及び事業者が事業主としての立場で労働者に対して行う障害を理由とする差別を解消するための措置については、
障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和三十五年法律第百二十三号）の定めるところによる。 7



（１）不当な差別的取扱いの基本的な考え方
①障害者に対して、正当な理由なく、障害を理由として、財・サービスや各種機会の提供
を拒否する又は提供に当たって場所・時間帯などを制限する、障害者でない者に対して
は付さない条件を付けることなどにより、障害者の権利利益を侵害することを禁止。
②障害者を障害者でない者と比べて優遇する取扱い（いわゆる積極的改善措置）、法に規
定された障害者に対する合理的配慮の提供による障害者でない者との異なる取扱いや、
合理的配慮を提供等するために必要な範囲で、プライバシーに配慮しつつ障害者に障害
の状況等を確認することは、不当な差別的取扱いには当たらない。
③不当な差別的取扱いとは、正当な理由なく、障害者を、障害者でない者であって、問題
となる事務・事業について本質的に関係する諸事情が同じ者より不利に扱うことに留意
する必要がある。

Ⅱ 行政機関等及び事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する共通的な事項②

２ 不当な差別的取扱い①

○障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号）（抄）
（目的）
第一条 この法律は、障害者基本法（昭和四十五年法律第八十四号）の基本的な理念にのっとり、全ての障害者が、障害者でない者と等
しく、基本的人権を享有する個人としてその尊厳が重んぜられ、その尊厳にふさわしい生活を保障される権利を有することを踏まえ、
障害を理由とする差別の解消の推進に関する基本的な事項、行政機関等及び事業者における障害を理由とする差別を解消するための
措置等を定めることにより、障害を理由とする差別の解消を推進し、もって全ての国民が、障害の有無によって分け隔てられること
なく、相互に人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に資することを目的とする。

（行政機関等における障害を理由とする差別の禁止）
第七条 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者と不当な差別的取扱いをすることにより、
障害者の権利利益を侵害してはならない。

（事業者における障害を理由とする差別の禁止）
第八条 事業者は、その事業を行うに当たり、障害を理由として障害者でない者と不当な差別的取扱いをすることにより、障害者の権利
利益を侵害してはならない。 8



Ⅱ 行政機関等及び事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する共通的な事項③

（２）正当な理由の判断の視点
正当な理由に相当するのは、障害者に対して、障害を理由として、財・サービスや各種

機会の提供を拒否するなどの取扱いが客観的に見て正当な目的の下に行われたものであり、
その目的に照らしてやむを得ないと言える場合である。

２ 不当な差別的取扱い②

正当な理由に相当するか否かについて、個別の事案ごとに、障害者、事業者、第三者の
権利利益（※1）及び行政機関等の事務・事業の目的・内容・機能の維持等の観点に鑑み、
具体的場面や状況に応じて総合的・客観的に判断することが必要。
※

1

安全の確保、財産の保全、事業の目的・内容・機能の維持、損害発生の防止等

なお、本法は、個別の場面における特定の障害者に対する取扱いを対象とするものであ
り、他の法律により定められる立法内容そのものを対象とするものではない。（※2）

※² 平成25年6月5日衆議院内閣委員会

§ 正当な理由があると判断した場合の留意事項
行政機関等及び事業者は、正当な理由があると判断した場合には、障害者にその理由を
説明するものとし、理解を得るよう努めることが望ましい。
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Ⅱ 行政機関等及び事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する共通的な事項④

（１）合理的配慮の基本的な考え方①
①本法における合理的配慮は、権利条約における合理的配慮の定義を踏まえたものであり、
行政機関等及び事業者が、その事務・事業を行うに当たり、個々の場面において、障害
者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合において、
障害者の権利利益を侵害することとならないよう、社会的障壁を除去するための必要か
つ合理的な取組であり、その実施に伴う負担が過重でないものである。

３ 合理的配慮①

○障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号）（抄）
（行政機関等における障害を理由とする差別の禁止）
第七条 ［略］
２ 行政機関等は、その事務又は事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合
において、その実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及
び障害の状態に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をしなければならない。

（事業者における障害を理由とする差別の禁止）
第八条 ［略］
２ 事業者は、その事業を行うに当たり、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合において、そ
の実施に伴う負担が過重でないときは、障害者の権利利益を侵害することとならないよう、当該障害者の性別、年齢及び障害の状態
に応じて、社会的障壁の除去の実施について必要かつ合理的な配慮をするように努めなければならない。

①行政機関等及び事業者の事務・事業の目的・内容・機能に照らし、必要とされる範
囲で本来の業務に付随するものに限られること

②障害者でない者との比較において同等の機会の提供を受けるためのものであること

③事務・事業の目的・内容・機能の本質的な変更には及ばないこと

合理的配慮の留意事項
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（１）合理的配慮の基本的な考え方②
②障害者が現に置かれている状況を踏まえ、代替措置の選択も含め、双方の建設的対話に
よる相互理解を通じて、必要かつ合理的な範囲で、柔軟に対応がなされるものである。
※ 合理的配慮の提供に当たっては、障害者の性別、年齢、状態等に配慮するものとする。

③意思の表明に当たっては、具体的場面において、社会的障壁の除去に関する配慮を必要
としている状況にあることを言語（手話を含む。）のほか、点字、拡大文字、筆談、実
物の提示や身振りサイン等による合図、触覚による意思伝達など、障害者が他人とコ
ミュニケーションを図る際に必要な手段（通訳を介するものを含む）により伝えられる。

④各場面における環境の整備の状況により、合理的配慮の内容は異なる。

３ 合理的配慮②

Ⅱ 行政機関等及び事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する共通的な事項⑤

・車椅子利用者のために段差に携帯スロープを渡す、高い所に陳列された商品を取っ
て渡すなどの物理的環境への配慮

・筆談、読み上げ、手話などによるコミュニケーション、分かりやすい表現を使って
説明をするなどの意思疎通の配慮

・障害の特性に応じた休憩時間の調整などのルール・慣行の柔軟な変更 など
※ 内閣府及び関係行政機関は、今後、合理的配慮の具体例を蓄積し、広く国民に提供するものとする。

現時点における一例

意思の表明には、障害者本人の意思の表明が困難な場合には、家族、介助者等、コ
ミュニケーションを支援する者が本人を補佐して行う意思の表明も含まれる。

意思の表明に係る留意事項
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Ⅱ 行政機関等及び事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する共通的な事項⑥

（２）過重な負担の基本的な考え方
過重な負担については、行政機関等及び事業者において、個別の事案ごとに、以下の要
素等を考慮し、具体的場面や状況に応じて総合的・客観的に判断することが必要である。

３ 合理的配慮③

§ 過重な負担に当たると判断した場合の留意事項
行政機関等及び事業者は、過重な負担に当たると判断した場合には、障害者にその理由
を説明するものとし、理解を得るよう努めることが望ましい。

○事務・事業への影響の程度（事務・事業の目的・内容・機能を損なうか否か）

○実現可能性の程度（物理的・技術的制約、人的・体制上の制約）

○費用・負担の程度

○事務・事業規模

○財政・財務状況

過重な負担の考慮要素

合理的配慮を必要とする障害者が多数見込まれる場合、障害者との関係性が長期にわた
る場合等には、その都度の合理的配慮の提供ではなく、後述する環境の整備を考慮に入れ
ることにより、中・長期的なコストの削減・効率化につながる点は重要である。

環境の整備との関係
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Ⅲ 行政機関等が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する基本的な事項①

行政機関等においては、その事務・事業の公共性に鑑み、障害者差別の解消に率先して
取り組む主体として、不当な差別的取扱いの禁止及び合理的配慮の提供が法的義務とされ
ており、国の行政機関の長及び独立行政法人等は、当該機関の職員による取組を確実なも
のとするため、対応要領を定めることとされている。なお、地方公共団体の機関について
は対応要領の作成及び公表は努力義務となる。

１ 基本的な考え方

行政機関等における差別禁止を確実なものとするためには、差別禁止に係る具体的取
組と併せて、相談窓口の明確化、職員の研修・啓発の機会の確保等を徹底することが
重要であり、対応要領においてこの旨を明記するものとする。

○障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号）（抄）
（国等職員対応要領）
第九条 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、基本方針に即して、第七条に規定する事項に関し、当該国の行政機関及び独立行政法
人等の職員が適切に対応するために必要な要領（以下この条及び附則第三条において「国等職員対応要領」という。）を定めるもの
とする。

２ 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、国等職員対応要領を定めようとするときは、あらかじめ、障害者その他の関係者の意見を
反映させるために必要な措置を講じなければならない。

３ 国の行政機関の長及び独立行政法人等は、国等職員対応要領を定めたときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。
４ 前二項の規定は、国等職員対応要領の変更について準用する。
（地方公共団体等職員対応要領）
第十条 地方公共団体の機関及び地方独立行政法人は、基本方針に即して、第七条に規定する事項に関し、当該地方公共団体の機関及び
地方独立行政法人の職員が適切に対応するために必要な要領（以下この条及び附則第四条において「地方公共団体等職員対応要領」
という。）を定めるよう努めるものとする。

２・３［略］
４ 国は、地方公共団体の機関及び地方独立行政法人による地方公共団体等職員対応要領の作成に協力しなければならない。
５ 前三項の規定は、地方公共団体等職員対応要領の変更について準用する。
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Ⅲ 行政機関等が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する基本的な事項②

対応要領は、行政機関等が事務・事業を行うに当たり、職員が遵守すべき服務規律の一
環として定められる必要があり、国の行政機関であれば、各機関の長が定める訓令等が、
また、独立行政法人等については、内部規則の様式に従って定められることが考えられる。
【作成主体】①行政機関等の長及び独立行政法人（訓令等又は内部規則）

②地方公共団体の機関（訓令等）（※）
【作成手続】対応要領の作成に当たっては、障害者その他の関係者の意見を反映させるた

めに必要な措置を講じることが必要。作成後は公表しなければならない。
※ 地方公共団体の機関の作成は努力義務。なお、国は、地方公共団体等における対応要領の作成に関
し、適時に資料・情報の提供、技術的助言など、所要の支援措置を講ずること等により協力しなけ
ればならない。

２ 対応要領

① 趣旨

② 障害を理由とする不当な差別的取扱い及び合理的配慮の基本的な考え方

③ 障害を理由とする不当な差別的取扱い及び合理的配慮の具体例

④ 相談体制の整備

⑤ 職員への研修・啓発

対応要領記載事項
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Ⅳ 事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する基本的な事項①

事業者については、不当な差別的取扱いの禁止が法的義務とされる一方で、事業におけ
る障害者との関係が分野・業種・場面・状況によって様々であり、求められる配慮の内
容・程度も多種多様であることから、合理的配慮の提供については、努力義務とされてい
る。
このため、各主務大臣は、所掌する分野における対応指針を作成し、事業者は、対応指
針を参考として、取組を主体的に進めることが期待される。

１ 基本的な考え方

§ 公設民営の施設等における留意事項
公設民営の施設など、行政機関等がその事務・事業の一環として設置・実施し、事業者に運営を委
託等している場合は、提供される合理的配慮の内容に大きな差異が生ずることにより障害者が不利益
を受けることのないよう、委託等の条件に、対応要領を踏まえた合理的配慮の提供について盛り込む
よう努めることが望ましい。

主務大臣においては、所掌する分野の特性を踏まえたきめ細かな対応を行うものとす
る。各事業者における取組については、障害者差別の禁止に係る具体的取組はもとよ
り、相談窓口の整備、事業者の研修・啓発の機会の確保等も重要であり、対応指針の
作成に当たっては、この旨を明記するものとする。

○障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号）（抄）
（事業者のための対応指針）
第十一条 主務大臣は、基本方針に即して、第八条に規定する事項に関し、事業者が適切に対応するために必要な指針（以下「対応指
針」という。）を定めるものとする。

２ 第九条第二項から第四項までの規定は、対応指針について準用する。 15



Ⅳ 事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する基本的な事項②

主務大臣は、個別の場面における事業者の適切な対応・判断に資するための対応指針を
作成するものとされている。
なお、対応指針は、事業者の適切な判断に資するために作成されるものであり、盛り込
まれる合理的配慮の具体例は、事業者に強制する性格のものではなく、また、それだけに
限られるものではない。事業者においては、対応指針を踏まえ、具体的場面や状況に応じ
て柔軟に対応することが期待される。
【作成主体】主務大臣
【作成手続】対応指針の作成に当たっては、障害者その他の関係者の意見を反映させるた

めに必要な措置を講じることが必要。作成後は公表しなければならない。

２ 対応指針

① 趣旨

② 障害を理由とする不当な差別的取扱い及び合理的配慮の基本的な考え方

③ 障害を理由とする不当な差別的取扱い及び合理的配慮の具体例

④ 事業者における相談体制の整備

⑤ 事業者における研修・啓発

⑥ 国の行政機関（主務大臣）における相談窓口

対応指針記載事項
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Ⅳ 事業者が講ずべき障害を理由とする差別を解消するための措置に関する基本的な事項③

事業者による自主的な取組のみによっては、その適切な履行が確保されず、例えば、事
業者が法に反した取扱いを繰り返し、自主的な改善を期待することが困難である場合など、
主務大臣は、特に必要があると認められるときは、事業者に対し、報告を求め、又は助言、
指導若しくは勧告をすることができることとされている。

３ 主務大臣による行政措置

・事業者に対して、対応指針に係る十分な情報提供を行うこと。

・事業者からの照会・相談に丁寧に対応するなどの取組を積極的に行うこと。

・報告徴収、助言、指導により改善を促すことを基本とすること。
※ 主務大臣が事業者に対して行った助言、指導及び勧告については、取りまとめて、毎年国会に報告する。

行政措置に関する留意事項

○障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号）（抄）
（事業者のための対応指針）
第十一条 主務大臣は、基本方針に即して、第八条に規定する事項に関し、事業者が適切に対応するために必要な指針（以下「対応指
針」という。）を定めるものとする。

２ 第九条第二項から第四項までの規定は、対応指針について準用する。
（報告の徴収並びに助言、指導及び勧告）
第十二条 主務大臣は、第八条の規定の施行に関し、特に必要があると認めるときは、対応指針に定める事項について、当該事業者に対
し、報告を求め、又は助言、指導若しくは勧告をすることができる。

（主務大臣）
第二十一条 この法律における主務大臣は、対応指針の対象となる事業者の事業を所管する大臣又は国家公安委員会とする。
（地方公共団体が処理する事務）
第二十二条 第十二条に規定する主務大臣の権限に属する事務は、政令で定めるところにより、地方公共団体の長その他の執行機関が行
うこととすることができる。

（権限の委任）
第二十三条 この法律の規定により主務大臣の権限に属する事項は、政令で定めるところにより、その所属の職員に委任することができる。17



Ⅴ その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する重要事項①

法は、不特定多数の障害者を主な対象として行われる事前的改善措置については、個別
の場面において、個々の障害者に対して行われる合理的配慮を的確に行うための環境の整
備として実施に努めることとしている。

１ 環境の整備

・バリアフリー法に基づく公共施設や交通機関におけるバリアフリー化

・意思表示やコミュニケーションを支援するためのサービス・介助者等の人的支援

・障害者による円滑な情報の取得・利用・発信のための情報アクセシビリティの向上

など

事前的改善措置の例

§ 環境の整備における留意事項
環境の整備には、ハード面のみならず、職員に対する研修等のソフト面の対応も含まれることが重
要である。

○障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号）（抄）
（社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮に関する環境の整備）
第五条 行政機関等及び事業者は、社会的障壁の除去の実施についての必要かつ合理的な配慮を的確に行うため、自ら設置する施設の構
造の改善及び設備の整備、関係職員に対する研修その他の必要な環境の整備に努めなければならない。

具体的には・・・？
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法は、新たな機関は設置せず、既存の機関等の活用・充実を図ることとしており、国及
び地方公共団体においては、相談窓口を明確にするとともに、相談や紛争解決などに対応
する職員の業務の明確化・専門性の向上などを図ることにより、障害者差別の解消の推進
に資する体制を整備するものとする。

※内閣府においては、相談及び紛争の防止等に関する機関の情報について収集・整理し、ホームページへの掲載等
により情報提供を行うものとする。

福祉事務所、地方公共団体の担当部局、保健所、教育委員会、法務局・地方法務局，
都道府県労働局、公共職業安定所（ハローワーク）、児童相談所、基幹相談支援セン
ター、都道府県障害者権利擁護センター、市町村障害者虐待防止センター 等
※ 必ずしも差別に関する相談を行っていないものを含む

障害者に関する既存の相談窓口等

Ⅴ その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する重要事項②

２ 相談及び紛争の防止等のための体制の整備

○障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号）（抄）
（相談及び紛争の防止等のための体制の整備）
第十四条 国及び地方公共団体は、障害者及びその家族その他の関係者からの障害を理由とする差別に関する相談に的確に応ずるととも
に、障害を理由とする差別に関する紛争の防止又は解決を図ることができるよう必要な体制の整備を図るものとする。（啓発活動）

第十五条 国及び地方公共団体は、障害を理由とする差別の解消について国民の関心と理解を深めるとともに、特に、障害を理由とする
差別の解消を妨げている諸要因の解消を図るため、必要な啓発活動を行うものとする。

（情報の収集、整理及び提供）
第十六条 国は、障害を理由とする差別を解消するための取組に資するよう、国内外における障害を理由とする差別及びその解消のため
の取組に関する情報の収集、整理及び提供を行うものとする。
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障害者差別については、国民一人ひとりの障害に関する知識・理解の不足、意識の偏り
に起因する面が大きいと考えられることから、内閣府を中心に、関係行政機関と連携して、
各種啓発活動に積極的に取り組み、国民各層の障害に関する理解を促進するものとする。

Ⅴ その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する重要事項③

３ 啓発活動

（１）行政機関等における職員に対する研修
行政機関等においては、法の趣旨の周知徹底、障害者から話を聞く機会を設けるなど
の各種研修等を実施することにより、職員の障害に関する理解の促進を図るものとする。

（２）事業者における研修
事業者においては、研修等を通じて、法の趣旨の普及を図るとともに、障害に関する
理解の促進に努めるものとする。

（３）地域住民等に対する啓発活動
障害者差別が、本人のみならず、その家族等にも深い影響を及ぼすことを、国民一人
ひとりが認識するとともに、法の趣旨について理解を深めることが不可欠であり、また、
障害者からの働きかけによる建設的対話を通じた相互理解が促進されるよう、障害者も
含め、広く周知啓発を行うことが重要である。
・内閣府を中心に、多様な主体との連携により、周知啓発活動に積極的に取り組むこと。

・家庭や学校等のあらゆる機会を活用し、障害に関する知識・理解を深める取組を進めること。

・グループホーム等の認可等に関して、住民の理解を得るために積極的な啓発活動を行うこと。
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（１）趣旨
障害者差別の解消を効果的に推進するため、地域における様々な関係機関が、地域の実
情に応じた差別の解消のための取組を主体的に行うネットワークとして、障害者差別解消
支援地域協議会を組織することができることとされている。
※ 障害者及びその家族の参画について配慮するとともに、性別・年齢、障害種別を考慮して組織することが望ましい。
（２）期待される役割
地域協議会に期待される役割としては、適切な相談窓口を有する機関の紹介、具体的事
案の対応例の共有・協議、協議会の構成機関等における調停、斡旋等の様々な取組による
紛争解決、複数の機関で紛争解決等に対応することへの後押し等が考えられる。

※ 内閣府においては、法施行後における協議会の設置状況等について公表するものとする。

Ⅴ その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する重要事項④

４ 障害者差別解消支援地域協議会

関係機関において紛争解決に至った事例、合理的配慮の具体例、相談事案から合理的
配慮に係る環境の整備を行うに至った事例などの共有・分析を通じて、構成機関等にお
ける業務改善、事案の発生防止のための取組、周知・啓発活動に係る協議等を行うこと
が期待される。
※ 都道府県の協議会においては、市町村の協議会を補完・支援する役割が期待される。

障害者差別解消支援地域協議会体制整備事業等を通じて、各地方公共団体においてモデ
ル会議を実施し、他の地域の取組の参考としていただく予定。

地域協議会における取組について
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○障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号）（抄）
（障害者差別解消支援地域協議会）
第十七条 国及び地方公共団体の機関であって、医療、介護、教育その他の障害者の自立と社会参加に関連する分野の事
務に従事するもの（以下この項及び次条第二項において「関係機関」という。）は、当該地方公共団体の区域において
関係機関が行う障害を理由とする差別に関する相談及び当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする差別を解消す
るための取組を効果的かつ円滑に行うため、関係機関により構成される障害者差別解消支援地域協議会（以下「協議
会」という。）を組織することができる。

２ 前項の規定により協議会を組織する国及び地方公共団体の機関は、必要があると認めるときは、協議会に次に掲げる
者を構成員として加えることができる。
一 特定非営利活動促進法（平成十年法律第七号）第二条第二項に規定する特定非営利活動法人その他の団体
二 学識経験者
三 その他当該国及び地方公共団体の機関が必要と認める者
（協議会の事務等）
第十八条 協議会は、前条第一項の目的を達するため、必要な情報を交換するとともに、障害者からの相談及び当該相談
に係る事例を踏まえた障害を理由とする差別を解消するための取組に関する協議を行うものとする。

２ 関係機関及び前条第二項の構成員（次項において「構成機関等」という。）は、前項の協議の結果に基づき、当該相
談に係る事例を踏まえた障害を理由とする差別を解消するための取組を行うものとする。

３ 協議会は、第一項に規定する情報の交換及び協議を行うため必要があると認めるとき、又は構成機関等が行う相談及
び当該相談に係る事例を踏まえた障害を理由とする差別を解消するための取組に関し他の構成機関等から要請があった
場合において必要があると認めるときは、構成機関等に対し、相談を行った障害者及び差別に係る事案に関する情報の
提供、意見の表明その他の必要な協力を求めることができる。

４ 協議会の庶務は、協議会を構成する地方公共団体において処理する。
５ 協議会が組織されたときは、当該地方公共団体は、内閣府令で定めるところにより、その旨を公表しなければならな
い。

（秘密保持義務）
第十九条 協議会の事務に従事する者又は協議会の事務に従事していた者は、正当な理由なく、協議会の事務に関して知
り得た秘密を漏らしてはならない。

（協議会の定める事項）
第二十条 前三条に定めるもののほか、協議会の組織及び運営に関し必要な事項は、協議会が定める。

Ⅴ その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する重要事項⑤
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（１）情報の収集、整理及び提供
本法を効果的に運用していくため、内閣府においては、行政機関等による協力や協議会
との連携などにより、個人情報の保護等に配慮しつつ、国内における具体例や裁判例等を
収集・整理するものとする。あわせて、海外の法制度や差別解消のための取組に係る調査
研究等を通じ、権利条約に基づき設置された、障害者の権利に関する委員会を始めとする
国際的な動向や情報の集積を図るものとする。
※障害者白書や内閣府ホームページ等を通じて、広く国民に提供していく予定。
（２）基本方針、対応要領、対応指針の見直し等
法の施行後においては、技術の進展、社会情勢の変化等の動向や、不当な差別的取扱い
及び合理的配慮の具体例の集積等を踏まえるとともに、国際的な動向も勘案しつつ、必要
に応じて、基本方針、対応要領及び対応指針を見直し、適時、充実を図るものとする。
※ いわゆる欠格条項についても、各制度の趣旨や社会情勢の変化等を踏まえ、必要な見直しを検討するものとする。

５ 差別の解消に係る施策の推進に関する重要事項

Ⅴ その他障害を理由とする差別の解消の推進に関する施策に関する重要事項⑥

法の施行後３年を経過した時点における法の施行状況に係る検討の際には、障害者政
策委員会における障害者基本計画の実施状況に係る監視の結果も踏まえて、基本方針
についても併せて所要の検討を行うものとする。

○障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成25年法律第65号）（抄）
附 則

（検討）
第七条 政府は、この法律の施行後三年を経過した場合において、第八条第二項に規定する社会的障壁の除去の実施についての必要かつ
合理的な配慮の在り方その他この法律の施行の状況について検討を加え、必要があると認めるときは、その結果に応じて所要の見直し
を行うものとする。 23
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